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研究要旨 

平成 28 年度から災害時小児周産期リエゾン研修が開始され、今年度より研修時間、プログラ

ム内容がさらに拡大された。本研修のさらなる充実化を図ることを目的とし、受講生へのアンケー

ト調査を研修前と研修後に実施し、分析をおこなった。アンケート内容は、本研修が修了した時

点で受講生に理解して頂きたい事項についての理解度を問う項目とした。全受講生 196 名のう

ち、事前アンケートは 171名（回収率 87%）、事後アンケートは 144名（回収率 74％）より回答あり。

全項目で受講生の 95%以上が「少し理解している」「理解している」と回答し、研修プログラムの内

容としては研修目標が達成されていると考えられた。一方で「物資支援の方法」「搬送調整の際

の注意点」などは他の項目に比べて理解度がやや低く、演習や講義の工夫により理解度をさら

に上げることが必要と考えられた。災害医療の基本的な知識となる「CSCATTT」については、事

前アンケートにおいて８割近くの受講生が「全く分からない」「ほぼ分からない」と回答した。このよ

うな基本的知識に関する内容に関しては E-ラーニングの導入により事前学習をおこなうことで講

義時間を演習時間に割くことが可能となり、各論の理解度がさらに高まることが期待される。平成

31 年 2 月に活動要領が発出されたことを受けて、今後は活動要領に沿った研修内容を実施す

べきである。 

 

 

Ａ  研究目的 

平成 28 年度から災害時小児周産期リエゾン

研修の開催が開始され、平成 30年度より研修

日数、研修時間が増え、プログラムの内容も

拡大化が図られた。本研修のさらなる充実化

を目的とし研究を実施した。 

 

Ｂ  研究方法 

平成 30年度に開催された災害時小児周産期

リエゾン研修（全３回）において、研修前と研修

後に受講生に同じアンケート調査を実施し、

結果を分析した。 
 

Ｃ  研究成果 

１、 実施日： 

第１回 平成 30年 9月 16-17日  

第２回 平成 30年 10月 27-28日 

第３回 平成 31年 2月 16-17日  

 

２、 実施場所： 

第１回 東京医科大学 



 

第２回 国立病院機構災害医療センター 

第３回 東京医科歯科大学 

 

３、研修内容：具体的な研修プログラムは以下

の通りである。 

・厚生労働省より小児周産期医療分野におけ

る災害対応の施策について 

・熊本地震時の活動 

・災害医療の基本的な考え方（CSCATTT） 

・災害時における DMAT や災害医療コーディ

ネーター、日赤の活動と行政の役割 

・災害時の保健所の役割と DHEATについて 

・災害時の自衛隊の医療対応 

・小児周産期リエゾンの活動内容（急性期）①  

・小児周産期リエゾンの活動内容（急性期）② 

・小児周産期リエゾンが扱う情報システム

（EMIS、そのほかの情報システム） 

・本部運営（クロノロジーの書き方など）  

・小児周産期リエゾンの活動内容（亜急性期

以降）③  

・子どもや発達障害児、支援者のこころのケア 

・本部総合演習 

 

４、講師：国立病院機構災害医療センタースタ

ッフ、本研究班の研究代表者・分担者、

DMAT インストラクター等が担当した。 

 

５、受講生：都道府県から推薦を受けた受講

者数は、第１回 62 名、第２回 57 名、第３回

目 77 名の合計 196 名（医師 162 名、助産師

12名、看護師 5名、行政職員 17名）だった。 

 

６、アンケート結果 

回答者数：事前アンケートデータでは、171 名

（回答率 87.2%）から、事後アンケートでは 144

名（回答率 73.5%）から回答を得ることができ

た。 

 

 

アンケートの質問内容 

１．平時と災害時の医療体制の違いはわかりますか？ 

２．DMATや保健医療調整本部については知っていますか？ 

３．CSCATTTについて知っていますか？ 

４．小児・周産期の立場で、収集すべき情報はわかりますか？ 

５．EMISについて理解していますか？ 

６．日本産科婦人科学会の災害時システムを理解していますか？ 

７．コンタクトリストに加える連絡先はわかりますか？ 

８．医師派遣の調整方法（依頼のしかたなど）はわかりますか？ 

９．物資や資機材の支援方法はわかりますか？ 

１０．搬送調整の際に注意すべきことはわかりますか？ 

１１．小児・周産期の立場で、避難所で気にすべきポイントはわかりますか？ 

１２．災害時に非専門家にできる心のケアは理解していますか？ 

１３．リエゾン部門の立ち上げ方法はわかりますか？ 

１４．クロノロジーの書き方はわかりますか？ 

１５．小児・周産期の立場で、災害時に備えて準備しておくことはわかりますか？ 

１６．（事後アンケートのみ）他の医師や看護師、助産師に本研修の受講を薦めたいですか？ 



 

  



 

 

D  考察 

 平成 30 年度は前年度の研修の際の希望が

多かった 2 日間研修が実現し、研修内容の充

実が図られた。事後アンケートでは、災害時小

児周産期リエゾンとして理解すべき項目の全て

において、回答者の 95%以上が「少し理解して

いる」「理解している」と回答しており、今年度の

研修プログラムは研修目標が達成可能な内容

になっているものと考えられた。一方で、「物資

支援の方法」「搬送調整での注意点」において

は、他の項目に比べてやや理解度が低い結果

であった。これらの項目については、研修 2 日

目に実施される総合演習の中で実際にシミュ

レーションすることにより、さらに理解を深めるこ

とが可能ではないかと考えられた。今後、講義

内容や演習内容の工夫が期待される。 

 「CSCATTT」といった災害医療の基本的な知

識に関して、事前アンケートで「全く分からない」

「ほぼ分からない」と答えた受講生が約 77%で

あった。このような基本的な知識に関しては、

E-ラーニング等を導入することにより事前学習

が可能と考えられた。E-ラーニングが導入され

た場合、災害時の基本的な知識の講義に割り

当てられていた講義時間を演習時間に振り分

けることが可能となり、研修会の充実化が期待

できる。 

 平成 31年 2月に災害時小児周産期リエゾン

活動要領が厚生労働省より発出された。今後

は活動要領に沿った研修内容を研究班で検

討し、実施すべきである。過去に研修を終了し

たリエゾンが知識のアップデートや技能維持を

行うための環境整備も必要であり、具体策の検

討が必要である。 

  

E.結論 

 災害時小児周産期リエゾン研修の前後で受

講者にアンケート調査を行い、研修内容の理

解度の変化を検討した。リエゾンの制度的な側

面については、研修の前後で理解度が十分高

まっていると考えられたが、「物資支援の方法」

「搬送調整での注意点」などのリエゾンの具体

的な業務内容については、理解が不十分な面

が見受けられた。実務的な理解を深めるため

には、研修受講者の災害医療訓練への積極

的参画、実災害経験者からの情報と経験の共

有等の追加的研修が必要である可能性が示

唆された。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし 
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